
基本施策１　就学前における子育て家庭への支援

１　地域における子育て支援の充実

（１）地域子育て支援拠点事業の充実

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

1 1-1-1-1 地域子育て支援拠点事業の充実

子育て支援センター等において、親子の居場所
確保や子育ての支援を行うため、交流の場の提
供、子育てに関する相談や援助、情報提供、講
習などを行います。

B

感染症対策を講じ、交流の場の提供、子
育てに関する相談や援助、情報提供など
を行いました。また、Zoomを用いたオ
ンライン事業を実施しました。

子育て支援課

2 1-1-1-2
幼稚園・保育園などでの子育て支援
事業の周知

幼稚園・保育園などでは地域子育て支援拠点事
業と同様に子育て支援事業を実施していること
から、ホームページなどで周知を図り、支援を
していきます。

B
認定こども園・保育園で作成した事業チ
ラシを市窓口、子育て支援センターに設
置しました。

子育て支援課

（２）地域における多様な子育て支援の充実

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

3 1-1-2-1
子育てサークル・ネットワークへの
支援

子育てに関わるサークルへの支援と、サークル
同士が連携し、より実効性のある活動となるよ
うネットワークへの支援を行います。

B

市内で活動している子育てサークル・団
体等の情報を集約し、市ホームページへ
の掲載やチラシの配架等、周知に係る支
援を行いました。

子育て支援課

4 1-1-2-2
地域における子育て支援活動への支
援

地域において開催されている子育てサロンな
ど、多様な子育て支援活動への支援を行いま
す。
子育て関係団体や近隣大学との協働により、地
域ぐるみで子育て支援活動に取り組みます。

A

地域において開催されている子育てサロ
ンの情報を市ホームページに掲載し活動
支援を行うとともに、子育てコンシェル
ジュによる訪問を行い、利用者から各相
談を受ける場を設定しました。
また、近隣大学と協働した事業（武蔵丘
短期大学プール）を実施しました。

子育て支援課

5 1-1-2-3
ファミリー・サポート・センター事
業の周知

児童の送迎支援や預かりなど育児援助を受けた
い親（利用会員）と、育児援助を行うことを希
望する方（協力会員）との、「困ったときはお
互い様」の気持ちによる相互援助活動の連絡・
調整を行います。

A

市広報紙へ協力会員募集等を掲載したほ
か、ファミリー・サポート・センター発
行の「ぼたんの子」を会員へ送付又は保
健センターへ配架し、事業の周知を行い
ました。また、出生・転入時にチラシを
配布し、周知を図りました。

子育て支援課

6 1-1-2-4 パパ・ママ応援ショップの周知
埼玉県が実施しているパパ・ママ応援ショップ
について、ホームページや子育て支援アプリな
どで、優待制度や利用方法の周知を図ります。

A

パパママ応援ショップ優待カードが埼玉
県LINE公式アカウントで表示できるよう
になり、チラシ配布等、周知を図りまし
た。

子育て支援課

7 1-1-2-5 託児付き講座・講演会等の実施

ボランティアの協力による託児制度の実施や利
用を促し、子育て家庭が講座・講演会等に参加
しやすい環境を整えます。
また、図書館では利用者向けの託児サービスを
実施し、子育て家庭の図書館利用を支援しま
す。

A

「どならない！子育て練習講座」、「高
田博厚展」等、託児付きの講座・講演会
等を実施しました。
　また、図書館利用者向け託児サービス
は、年間通して46回開催することができ
ました。

子育て支援課
人権市民相談課

生涯学習課
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8 1-1-2-6 三世代交流の推進
子育て支援センターや保育園・幼稚園・母子愛
育会の活動などで、世代間交流の機会を充実し
ます。

A
子育て支援センターでのイベントにおい
て、ボランティア団体との交流等、世代
間交流を実施しました。

子育て支援課
健康推進課（保健セ

ンター）

9 1-1-2-7 ブックスマイル事業の推進

ブックスタート やセカンドブック により、絵
本を介して親子で心ふれあうひとときや心豊か
な時間を持つきっかけづくりに取り組みます。
また、親が子に読み聞かせた本を記録するブッ
クスマイル通帳やブックリストの配布など、子
育ての中に読書を取り入れる取組を推進しま
す。

A

ブックスタートについては、感染症対策
を講じながら年間を通して読み聞かせを
実施することができました。
セカンドブックについても、子育て支援
センターソーレ・マーレに絵本引換えの
周知案内を設置するなど、引換数向上の
ために務めることができました。

子育て支援課
生涯学習課

健康推進課（保健セ
ンター）

10 1-1-2-8 リフレッシュチケット事業の充実

子どもを在宅で養育する保護者に対して、市が
一時保育等の子育て支援サービスの費用を負担
することにより、リフレッシュの機会の提供と
育児負担の軽減を図ります。

A

令和4年4月から埼玉県こども動物自然公
園で利用できるサービスを追加しまし
た。
また、次年度に向けて、サービス施設の
追加を検討し、育児負担の軽減を図りま
した。

子育て支援課

（３）子育て相談・情報提供の充実

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

11 1-1-3-1 子育てコンシェルジュの展開

子育て支援課や子育て世代包括支援センターに
おいて、子育て支援に関する情報提供や利用者
からの相談に応じて関係機関との連絡調整を行
います。
また、地域子育て支援拠点等への積極的な訪問
による相談支援やＳＮＳ（ソーシャル・ネット
ワーキング・サービス）を活用した情報発信を
行います。

A

電話、子育て支援課窓口、オンラインな
どで相談を受けたほか、子育て支援拠点
や子育てサロンなどへ訪問し、利用者か
らの相談に対し、助言を行いました。ま
た、相談内容に応じて、関係機関へ情報
提供し、連携を図りました。
毎月、子育てのワンポイントアドバイス
や市内の子育て支援情報を掲載した「コ
ンシェルジュ通信」を発行し、市ホーム
ページへ掲載したほか、子育て支援アプ
リのプッシュ通知により、子育て世帯へ
の情報提供を行いました。

子育て支援課

12 1-1-3-2 家庭児童相談室の充実

子育てに対して不安を持つ親が、子どもの発
育、育児の悩みなどを相談しやすい環境の整備
を図ります。
また、児童虐待を含む様々な相談に対応すると
ともに、児童相談システムの運用により、効率
的な情報共有を行います。

A

家庭児童相談員による各家庭・各所属機
関への訪問・電話相談の実施を行い、保
護者向けの相談、親子の課題解決への支
援を図りました。
毎月、相談情報の定期的なダブルチェッ
クを行い、支援状況の進捗管理と見直し
を図りました。

子育て支援課

13 1-1-3-3 民生・児童委員との連携

各地区の主任児童委員を中心とした、子育てに
関する悩みを抱えている家庭への訪問やウエル
カムベビー訪問事業 への協力などにより一層の
連携を図ります。

A

市内の幼稚園・保育園・学童クラブへの
訪問。小中学校の学校連絡協議会への参
加。また、主任児童委員によるウエルカ
ムベビー訪問事業を実施し、出生児485
名に対し、429名訪問（389名：対面、
40名：プレゼントお渡しのみ）すること
ができた。

子育て支援課
社会福祉課

14 1-1-3-4 家庭教育アドバイザーとの連携

埼玉県が実施している子育てに関する不安や悩
みを持つ親などに対してアドバイスや相談支
援、「親の学習」指導者として活動する家庭教
育アドバイザーと連携を図り、気軽に相談でき
る相談体制を充実します。

C

関係各課に家庭教育アドバイザー名簿を
配布し、活用の周知を図りました。
また、市内中学校で赤ちゃん抱っこ体験
を実施しました。
就学時健康診断時の「親の学習」につい
ては、新型コロナウイルス感染症の影響
もあり実施できませんでした。

子育て支援課 新型コロナウイルス感染症の影響あり
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15 1-1-3-5
子育てハンドブック「こあらブッ
ク」の充実

子育てに関する様々な情報を掲載した子育てハ
ンドブック「こあらブック」の内容を充実さ
せ、わかりやすい情報提供を行います。

B
事業の変更により、一部内容の修正を行
いました。また、今後の改訂に向けて、
内容の見直しを検討しました。

子育て支援課

16 1-1-3-6 子育て支援情報の発信

子育てに関する様々な情報について子育て関係
のホームページを通じ、わかりやすい情報提供
を行います。また、市のツイッターなどのSNS
（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）
を活用します。

A

子育てイベント開催時には、市ホーム
ページと連動させ、いんふぉメールや
SNS、子育て支援アプリによる情報発信
を行いました。

子育て支援課
広報広聴課

２　親と子の健康づくりに向けた支援

（１）親の健康の確保

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

17 1-2-1-1
「第２次ひがしまつやま健康プラン
21」の推進

「第２次ひがしまつやま健康プラン21」に基づ
き、世代別行動目標や取組の方向性を意識した
健康づくりを推進します。

A

乳幼児健診、若者健診、各がん検診、特
定健診等の来所者に運動に関するリーフ
レットを配布し、「埼玉県コバトン健康
マイレージ」臨時受付窓口にて歩数計配
布時に、体力測定や血圧測定等を行いま
した。

健康推進課
（保健センター）

18 1-2-1-2
子育て世代包括支援センターの運営
（母子健康手帳の交付と相談）

妊娠届の提出により母子健康手帳を交付し、母
親が安心して妊娠・出産・子育てができるよ
う、正しい知識の普及や不安・悩みの解消、仲
間づくりなどを支援します。

A

妊娠届出時に、きめ細かいサポートがで
きるようアンケートを実施しました。ア
ンケートに基づき必要な支援を紹介し、
継続サポートが必要なケースは地区担当
に申し送り電話や訪問による相談をしま
した。また、伴走型相談支援を開始しま
した。

健康推進課
（保健センター）

19 1-2-1-3 妊婦健康診査の実施
妊婦や胎児の健康状態、発育状態を定期的に確
認し、安心安全な出産を迎えられるように妊婦
健康診査を実施し、健診費用を助成します。

A
母子手帳交付時に妊婦健康診査助成券を
配布し、妊婦健診の受診勧奨を行いまし
た。

健康推進課
（保健センター）

20 1-2-1-4
乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは
赤ちゃん事業）の実施

生後４か月までの乳児がいる全ての家庭に、保
健師や助産師が訪問し、乳児の養育に関するこ
となどの相談に応じたり、子育て支援に関する
サービスの情報提供などを行います。

A

生後１～３か月の乳児がいる家庭に、助
産師又は保健師が訪問し健康状態や家庭
生活への適応状態の確認、保健指導、育
児支援を実施し、ハイリスク妊婦には産
後うつのスクリーニングをしました。
また、訪問時や気になる家庭に対し、保
健センターから依頼があった場合は、必
要に応じて子育てコンシェルジュから子
育て支援サービスに関する情報を提供し
ました。

健康推進課
（保健センター）

子育て支援課

21 1-2-1-5 養育支援訪問事業の検討

子育てについて不安や孤立感を抱えている家庭
などを訪問し、養育に関する相談や指導、家事
援助などの支援を行う養育支援訪問事業の実施
を検討します。

A

令和４年７月１日事業開始。事業者選定
後、事業者向け職員研修を実施し滞りの
ない事業開始を行えました。また、随
時、業務改善の検討を行いました。
令和４年度での訪問支援回数は、９か月
間で延べ12件53回の支援を実施しまし
た。

子育て支援課
健康推進課

（保健センター）

22 1-2-1-6 妊活・不妊・不育に対する支援

妊活応援助成事業（不妊治療助成）を実施し、
不妊治療を受ける夫婦の経済的な負担軽減を図
るとともに、不妊検査費・不育症検査費の助成
を行うことにより、少子化対策及び次世代育成
支援の推進を図ります。

A
不妊治療・不妊検査・不育症検査を受け
た夫婦への助成を実施しました。

健康推進課
（保健センター）
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23 1-2-1-7 パンダ教室（親子教室）の開催

就学前の心身の発育に心配のある子どもと親を
対象に、小集団での活動を通じて発達を促す教
室を開催します。また、同じ悩みを持つ親同士
の交流を促し、不安の軽減を図ります。

A

8月はコロナウイルス感染症拡大に伴い
中止しましたが、その他の月は、月に1
回実施しました。
9～10月に参加者全員と個別面談を行
い、2月に過去にパンダ教室に参加して
いた児の保護者を対象にＯＢ会（就学相
談についての情報提供等）を開催しまし
た。

健康推進課
（保健センター）

新型コロナウイルス感染症の影響あり

（２）子どもの健康の確保

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

24 1-2-2-1
乳幼児健康診査（乳児・１歳６か月
児・３歳児）の実施

乳幼児健康診査を実施し、子どもの健やかな成
長と病気の早期発見や養育者の育児不安の軽減
を図ります。また、健康診査の結果、必要な乳
幼児に対して発達相談、精密検査などを行いま
す。

A

乳児健診、1歳6か月児健診、3歳児健診
を各月2回実施し、保健指導により、病
気の早期発見や育児不安の軽減を図りま
した。

健康推進課
（保健センター）

25 1-2-2-2 家庭訪問による支援
支援が必要とされる家庭に、必要に応じて保健
師が訪問し、母子の健康や養育について相談と
指導を行います。

A

支援が必要とされる家庭に対し、必要に
応じて家庭訪問（延べ1,206件）を実施
し、健康や育児について相談、指導を行
いました。

健康推進課
（保健センター）

26 1-2-2-3
乳幼児健康相談、赤ちゃん相談・こ
ども相談

乳児から就学前の子どもまで、広く相談を行い
ます。子どもの健康面だけでなく、親の育児に
関する相談も行います。

A

乳幼児健康相談を月1回（予約制）で実
施し、延べ422人実施しました。赤ちゃ
ん、こども相談は感染症予防のため定期
相談は実施せず、随時相談延べ66人実施
しました。

健康推進課
（保健センター）

27 1-2-2-4 予防接種の実施
予防接種法に定められている子どもの定期予防
接種を市内の医療機関において行います。

A
市内医療機関において、予防接種法に定
められている定期予防接種を実施しまし
た。

健康推進課
（保健センター）

28 1-2-2-5 民生・児童委員との協働
民生・児童委員と連携し、子育て家庭に対して
相談や助言、情報提供を行います。

A

民生・児童委員による相談・支援件数
・子育て・母子保健　268件
・子どもの地域生活　171件
・子どもの教育・学校生活　495件

社会福祉課

（３）乳幼児期の食育・歯の健康づくり

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

29 1-2-3-1 ２歳児歯科健康診査の実施
母子保健法に定められている健康診査のほか
に、幼児のむし歯予防を目的に2歳児歯科健康
診査を実施します。

A

各月2回実施し、歯科健診と指導による
むし歯予防を行いました。また、保健師
による保健指導を行い、育児不安の軽減
を図りました。

健康推進課
（保健センター）

30 1-2-3-2
歯科口腔保健の推進に関する条例の
推進

歯科口腔保健の推進に関する条例に基づき、子
どもと親の生涯にわたる歯及び口腔の健康づく
りを推進します。

A
ファミリー歯科健診等を実施し、親と子
の歯及び口腔の健康づくりのため健診、
情報提供を行いました。

健康推進課
（保健センター）

31 1-2-3-3
乳幼児期の食育、離乳食の指導の実
施

両親学級や乳幼児健康診査などの機会を活用
し、乳幼児期の食育や離乳食の指導などを行い
ます。

A

「プレママパパ塾」や乳幼児健康診査に
おいて、妊産婦や乳幼児期のそれぞれの
ライフステージ別に、個人のニーズに合
わせて栄養指導を実施しました。

健康推進課
（保健センター）

4



32 1-2-3-4 こどもクッキング・栄養相談の実施
子育て家庭に対して、こどもクッキングなどの
機会を通じて食育を推進します。また、栄養士
による食育に関する相談を行います。

C

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、こどもクッキングは中止となりまし
た。申込者には当日使用予定のレシピを
配付しました。電話相談など食育に関す
る相談は随時実施しました。

健康推進課
（保健センター）

新型コロナウイルス感染症の影響あり

（４）小児医療・小児救急医療情報の提供

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

33 1-2-4-1 子どもの事故防止などの啓発
子どもに起こりやすい事故や症状について、予
防法や対処法などの啓発を行います。

A

子どもの事故防止について、乳幼児健診
時にチラシの配布やパネル展示等を行い
ました。
また、子育て支援センターソーレ・マー
レにおいて、水害発生時の避難につい
て、冊子にて周知・啓発を図りました。

健康推進課
（保健センター）

子育て支援課

34 1-2-4-2
身近な小児科・産婦人科に関する医
療情報の提供

市内外の小児科や産婦人科などについての最新
の情報について、広報紙やホームページなどを
活用しながら周知を図ります。

A

市ホームページ等を活用して、市内、近
隣の小児科や産婦人科等についての情報
提供を行いました。また、子育て支援ア
プリにより、市内外の小児科や産婦人科
等の情報を提供しました。

健康推進課
（保健センター）

子育て支援課

35 1-2-4-3 小児救急医療情報の提供

子育てをしている家庭に対して、休日当番医、
比企地区こども夜間救急センター、休日歯科セ
ンターなどの小児救急医療体制の周知を図りま
す。

A

保健センター行事日程表（全戸配布）や
市広報紙への掲載、新生児訪問時のチラ
シ配布等により、子育て家庭に対して、
休日当番医、比企地区こども夜間救急セ
ンター、休日歯科センター等の周知を図
りました。また、小児救急医療体制につ
いて、子育て支援アプリから情報提供を
しました。

健康推進課
（保健センター）

子育て支援課

36 1-2-4-4
子どもの救急ミニガイドブックの周
知

埼玉県が作成した子どもの救急ミニガイドブッ
クや埼玉県救急電話相談（#7119番）などの
小児救急に関する情報の周知を図ります。

A

埼玉県が作成した救急ミニガイドブック
等を配布(乳児健康診査時）したほか、埼
玉県救急電話相談（＃7119番）の周知
（赤ちゃん訪問時）を図りました。

子育て支援課
健康推進課

（保健センター）

３　教育・保育事業の推進

（１）就学前の教育・保育の充実

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

37 1-3-1-1 認可保育園の充実
保育を必要とする子どもへの対応として、必要
に応じ認可保育園の定員の拡大を図ります。

C
年齢ごとの保育ニーズを注視した上で、
各施設の施設規模に見合った受入枠の確
保を図りました。

保育課

38 1-3-1-2
地域型保育事業（小規模保育事業所
等）の充実

地域における多様な保育ニーズへの対応のほ
か、保育需要の高い低年齢児の子どもへの対応
のため、地域型保育事業（小規模保育事業所
等）の充実を図ります。

C
年齢ごとの保育ニーズを注視した上で、
各施設の施設規模に見合った受入枠の確
保を図りました。

保育課

39 1-3-1-3 私立幼稚園等への入園に対する補助

３歳以上の子どもについて、保育園だけでな
く、幼稚園への入園も選択しやすくなるよう、
市内の私立幼稚園や認定こども園の幼稚園機能
部分に入園する子どもとその保護者に対し、入
園料の一部を補助します。

A
２万円を限度に補助を行う私立幼稚園等
入園料等補助事業について継続しまし
た。

保育課

5



40 1-3-1-4 幼稚園・保育園・小学校の連携推進

幼児教育振興懇談会を中心に、研修会や三者連
絡会の開催を通して幼稚園・保育園・小学校・
その他関係者の連携・交流を進め、幼児教育の
一層の振興を図ります。

B

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、幼保育小三者連絡会は実施できませ
んでしたが、研修会を行い、情報を共有
することにより、小１プロブレムへの対
応を進めることができました。

保育課
学校教育課

新型コロナウイルス感染症の影響あり

41 1-3-1-5
認定子ども園移行に向けた事業者へ
の支援

既存の私立幼稚園について、認定こども園化等
新制度移行に向けたフォローアップ調査を行
い、相談体制の充実を図ります。

B
各私立幼稚園に対して、新制度移行の
フォローアップ調査を行いました。

保育課
学校教育課

42 1-3-1-6
幼児教育・保育の無償化の推進及び
質の向上

幼児教育・保育の無償化について、保護者や事
業者に対し、積極的な情報提供や相談支援をす
るほか、施設監査等の実施により、教育・保育
の質の向上を図ります。

B

案内冊子や市ホームページ等での周知の
ほか、幼稚園での預かり保育に係る利用
料の償還について、対象の保護者へ個別
に通知を送付するなど、適切に情報提供
を行いました。また、教育・保育の質の
向上のため、施設監査の実施による相談
支援を行いました。

保育課

（２）多様な保育サービスの充実

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

43 1-3-2-1 延長保育の実施
保育時間の延長を必要とする子どもとその保護
者について、柔軟な対応ができるよう利用者の
ニーズを踏まえ実施します。

A

全ての保育施設において、延長保育事業
を実施しました。また、民間保育施設に
対し、延長保育事業に対する補助金を交
付しました。

保育課

44 1-3-2-2 病児保育の利用促進
病院等に付設された専用スペースで保育をする
病児保育について、チラシやホームページ等に
より制度を広く周知し、利用を促進します。

A
パンフレットや市ホームページ等による
周知を行い、利用希望者に対する利用方
法の説明等適切に対応しました。

保育課

45 1-3-2-3 一時保育の充実

家庭での保育が一時的に困難となった子どもを
預かる一時保育について、案内冊子やホーム
ページ等で各施設の詳細な情報を掲載・周知
し、利用者の幅広いニーズに応えられるよう、
充実を図ります。

A

計9施設で一時保育を実施し、案内冊子
や市ホームページ等で利用者へ適切に情
報提供を行いました。また、民間保育施
設に対し、一時保育に対する補助金を交
付しました。

保育課

46 1-3-2-4 幼稚園での預かり保育の実施

保育を必要とする子どもへの対応として、「幼
児教育・保育の無償化」制度の対象となった幼
稚園での保育時間を延長する預かり保育を実施
します。

A

市内私立幼稚園6園で預かり保育を適切
に実施したほか、幼稚園案内冊子におい
て、各園の預かり保育実施状況を記載
し、市民へ周知しました。また、利用料
の償還について、対象の保護者へ個別に
通知を送付し、手続きを促しました。

保育課

47 1-3-2-5
子育て短期支援事業（ショートステ
イ）の検討

保護者が疾病や看護・冠婚葬祭などの理由によ
り一時的に児童の養育が困難となった場合など
に、児童養護施設など保護を適切に行うことが
できる施設において養育・保護を行います。

D

市内に対象施設がなく市外施設と交渉と
なる中、他市に対して施設側も新規契約
や受け入れに難色があり、検討は行いま
したが、実施には至りませんでした。

子育て支援課

48 1-3-2-6 休日保育の実施
保護者が日曜日、祝日に就労や病気などで子ど
もを保育できない場合に、保育園において休日
保育を実施します。

A
まつやま保育園において、引き続き休日
保育及び休日における一時保育を実施し
ました。

保育課

49 1-3-2-7
企業主導型保育事業所創設の促進と
相談支援の実施

企業誘致に伴う新たな事業者等に対し、主とし
て従業員の子どもを預かる企業主導型保育事業
所の創設の促進や、事業者側からの創設に係る
相談支援を実施します。

E

令和４年度の取組はありません。
※国の実施する企業主導型保育事業（内
閣府所管）は、令和４年度以降、新規受
付を終了しているため。

保育課

6



（３）幼稚園・保育園での食育・歩育の推進

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

50 1-3-3-1 幼稚園・保育園などでの食育の推進
昼食やおやつの時間を中心に、食の大切さや栄
養について教えることにより、望ましい食習慣
の形成を図ります。

A

毎月「食育だより」を発行し、食の大切
さ等を保護者へ伝えました。園児には夏
野菜を育てよう事業、熱中症予防のスペ
シャルドリンク作りなどを実施しまし
た。

保育課

51 1-3-3-2 歩育事業の推進
市内保育園、幼稚園での日常の園生活に歩育を
積極的に取り入れ、子どもの発達や成長を促し
ます。

B

てくてくわくわく歩育ブックダイジェス
ト版を市内保育園、幼稚園に日常の園生
活の中で歩育を取り入れていただくよう
配付しました。

保育課
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基本施策２　学齢期の子どもたちへの支援

１　学校教育など教育環境の充実

（１）確かな学力と自立する力の育成

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

52 2-1-1-1
少人数教育「すにいかあプラン」の
充実

小学生を対象にした市独自の少人数教育である
「すにいかあプラン」をより充実させ、子ども
一人ひとりに、きめ細やかな指導を行います。

B
市内11校に「すにいかあ職員」を配置
し、少人数指導、補充指導を充実させま
した。

学校教育課

53 2-1-1-2
小・中学校９年間を一貫した教育の
推進

中1ギャップ が問題となっていることから、各
小・中学校において９年間の学びや育ちの連続
性を重視した取組や、子どもたちの学習意欲を
向上させる取組を推進します。

A

桜山小学校と白山中学校を小中一貫教育
特認校として指定し、両校での児童生
徒、教員の交流を深めることにより、小
中の円滑な接続を図り、学習意欲の向上
につなげました。また、成果を市内の小
中学校で共有し、実現可能な連携や手法
を共有し、市内における小中学校連携の
質を向上させました。

学校教育課

（２）豊かな心と健やかな体の育成

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

54 2-1-2-1 道徳教育の推進

「彩の国の道徳」（埼玉県教育委員会作成）
や、「東松山市道徳科スタンダード」（市教育
委員会作成）を活用した道徳教育を推進し、心
を育む教育の充実を図ります。

A

生命の大切さを学ぶため、学校・家庭・
地域のつながりを強化し、「命の教育」
を実践しました。また、市で作成した
「道徳科スタンダード」を活用し、道徳
教育の充実を図りました。

学校教育課

55 2-1-2-2
スポーツ活動・文化芸術に触れる機
会の充実

部活動などの学校におけるスポーツ・文化活動
の充実や、子どもを対象としたスポーツ・文化
芸術に触れる機会の更なる充実を図ります。

A

各中学校のニーズに応じた外部指導者の
派遣と、学校教職員との連携指導を充実
させました。
また、東松山文化まちづくり公社が行う
小中学校アウトリーチ事業等、質の高い
芸術に触れる機会を提供し、次世代を担
う青少年に広く文化芸術の魅力を伝えま
した。
さらに、地域の子どもを対象としてス
ポーツに触れる機会を提供しました。

学校教育課
スポーツ課
生涯学習課

56 2-1-2-3 食に関する指導の充実
小・中学校での食に関する正しい知識・理解を
深め、望ましい食生活習慣を身に付けるための
指導を充実します。

A

学校給食を「生きた教材」として活用で
きるよう献立の工夫を行いました。給食
の時間や授業、試食会などを通じて、児
童生徒及び保護者に「食」の大切さをわ
かりやすい指導を行いました。

学校教育課

57 2-1-2-4 性に関する指導の充実

性に関する正しい知識と理解により、正しい異
性観を有し、適切な行動ができる子どもを育て
るため、子どもたちの発達段階に応じて計画的
に性教育を推進します。

A

学習指導要領に基づき、体育・保健体育
や特別活動をはじめ、学校教育全体を通
じて指導を行いました。
また、発達段階を踏まえ、学校全体での
共通理解のもと、保護者の理解にも配慮
しながら、計画的に推進しております。

学校教育課

58 2-1-2-5 読書活動の推進
図書館において、小学生向け読書通帳やおすす
め本リストの配布などを行い、子どもたちの読
書の習慣化の取組を推進します。

B
全ての新入学児童読書通帳を配布しまし
た。また、来館者へおすすめ本リストを
配布しました。

生涯学習課

（３）家庭・地域の教育力の向上

8



事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

59 2-1-3-1 学校応援団活動の充実

学校における学習活動、安心・安全確保、環境
整備などについて、学校応援団の活動の充実な
どによる学校・家庭・地域が一体となった取組
を一層推進します。

A

学習支援ボランティアや児童生徒の登下
校時の見守り、学校環境整備への支援
等、地域人材の活用を通じて、学校と家
庭・地域との連携を推進しました。

学校教育課

60 2-1-3-2 家庭教育支援体制の充実
ＰＴＡ活動の活性化や親が親としての力を身に
つけるための「親の学習」などを通じて、家
庭・地域の教育力の向上を図ります。

A

各学校において、就学時健康診断等で
「親の学習」を行いました。
また、PTA活動では、役員等を対象と
し、子育てに関する教育講演会を１回実
施しました。

学校教育課
生涯学習課

（４）不登校児童生徒などへの支援

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

61 2-1-4-1
不登校児童生徒などへの相談支援の
充実

子どもたちの悩みや不安を解消し、健やかに学
校生活を送れるよう学校相談員、スクールソー
シャルワーカーやスクールカウンセラー、総合
教育センターの臨床心理士による支援の充実を
図ります。

A

「不登校初期対応指針」に則り、児童生
徒の小さな変化を見逃さない体制を確立
しました。
また、スクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカーなどの専門家や関係
機関との連携を図り、各学校の相談体制
の充実を図りました。

学校教育課

62 2-1-4-2
総合教育センターにおける支援の実
施

子どもの発達上の課題や精神的な悩みへの相談
や、不登校傾向にある小・中学生を対象に学校
復帰に向け、総合教育センター（ふれあい教
室）に通う子どもたちへの支援などを行いま
す。

B

教育相談や生活指導、学習補充のほか、
焼物教室・花壇作業・野外活動などの体
験活動を通じて、自立を促すとともに、
集団への適応能力を養い、学校復帰及び
社会的自立に向けた支援を行いました。

学校教育課

（５）いじめ防止への対策

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

63 2-1-5-1 いじめ防止の推進

市では平成26年にいじめ問題対策連絡協議会等
条例及びいじめ防止等のための基本的な方針を
策定しました。小・中学校では、これらに基づ
き、引き続き、いじめの防止に取り組みます。

B

いじめ問題対策連絡協議会を開催し、
小・中学校のほか、関係機関・団体と情
報共有を図りました。また、各学校で
は、教育相談や学校生活アンケートを実
施しました。

学校教育課

64 2-1-5-2 いじめの早期発見・早期対応の実施
小・中学校において、子どもの人権感覚の育成
を推進します。また、家庭と連携を密にし、い
じめの早期発見・早期対応に取り組みます。

A

人権感覚育成プログラム（埼玉県作成の
教師用資料）を活用した授業を実践しま
した。また、各学校で、学校生活アン
ケート等を活用し、組織的に対応できる
体制を整えることができました。

学校教育課
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２　子どもの居場所・体験機会の提供

（１）子どもの居場所・遊び場の充実

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

65 2-2-1-1 市民活動センターの活用促進

市民活動の拠点である市民活動センターにおい
て、子どものひろばを展開するなど、子どもや
親子連れが安全に利用しやすい環境を整備しま
す。

A
子どものひろばを実施し、子どもや親子
連れが安全に利用しやすい環境を整備し
ました。

子育て支援課
地域支援課

66 2-2-1-2 小・中学校の施設開放

小・中学校の体育館、校庭については、スポー
ツ・レクリエーションの場として開放していま
す。教室については、学校管理上支障のない範
囲で、放課後子ども教室事業等に開放します。

A

小学校・中学校の体育館、校庭をスポー
ツ・レクリエーションの場として、登録
団体に開放しました。
教室については、学校管理上支障のない
範囲で、放課後子ども教室事業等に開放
しました。

学校教育課
教育総務課

67 2-2-1-3 公園の整備

市内の約100か所の公園・緑地について、市民
の憩いの場として、子どもや親子連れの来園者
が利用しやすい公園整備を行います。遊具など
については毎月の定期点検などを行い、安全に
利用できるよう適正な維持管理を行います。
また、身近に遊べる公園や広場の設置要望も多
いため、基準に基づく子ども広場の設置などに
より、拡充に取り組みます。

B

遊具の定期点検及び長寿命化計画に基づ
くフェンス更新（岩鼻運動公園）や遊具
更新（稲荷林公園、五領町北児童公園）
等を実施しました。また、子ども広場の
維持管理協定や土地使用貸借契約の更新
を行いました。

都市計画課

68 2-2-1-4 児童館の整備に向けた検討

児童館は、アンケート調査やグループインタ
ビューから要望があります。子どもの居場所と
して、遊び場の提供や遊びの指導などを通して
児童の健全育成を行う児童館の整備について、
検討を進めます。

E

児童館整備については東松山市公共施設
複合化事業の中で全庁的に検討を行いま
す。
令和4年度は複合化事業に関するワーキ
ングは行われませんでした。

子育て支援課

（２）放課後児童対策の推進

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

69 2-2-2-1
放課後児童クラブ（学童保育）の運
営

親が共働きである世帯などの児童を対象に、放
課後児童クラブにおいて、放課後に適切な遊び
や生活の場を提供し、児童の健全育成を図りま
す。

A
第二さくらやまクラブ（仮称）の創設支
援を行い、受入枠の拡大を図りました。

保育課

70 2-2-2-2 放課後子ども教室の充実

放課後の子どもの居場所づくりの一環として、
地域の方々の協力を得て、全校実施に向けて取
り組みます。
また、学校との連携を図りながら放課後児童ク
ラブとの合同プログラムを実施し、双方の交流
を深めるなど、より一層の充実を図ります。

A

市内全小学校で実施となりました。
昨年度同様、新型コロナウイルス感染症
の影響により、A・Bの２グループ制と
し、１グループ16名、計32名の定員と
しました。また、感染状況より、休校と
する日もありましたが、３月の閉校式ま
で教室実施することができました。

子育て支援課
学校教育課
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（３）多様な体験機会の充実

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

71 2-2-3-1
市民活動センターなどでの子ども向
け講座の充実

各市民活動センターで行われている子ども向け
講座や、親子で参加できる講座のより一層の充
実を図ります。

D

新型コロナウイルス感染症の影響により
子どもや親子を対象とした講座の開催は
ありませんでしたが、次年度に向けて小
学生を対象とした講座を開催できるよう
検討を進めました。

地域支援課 新型コロナウイルス感染症の影響あり

72 2-2-3-2 ボランティア教育の推進
学校や社会福祉協議会と連携し、子どもたちに
ボランティアの意義、目的を理解してもらうた
めボランティア教育を実施します。

A

東松山市社会福祉協議会による事業とし
て、教育課程における総合的な学習の時
間を利用した「福祉教育」など、学習指
導要領に基づき、各校においてボラン
ティア教育を実施しました。

学校教育課
社会福祉課

73 2-2-3-3 子ども大学実施の推進
子どもの学ぶ力を育み、地域で子どもを育てる
仕組みをつくるため、近隣の大学と連携を図り
ながら、子ども大学 の実施を推進します。

A
近隣の大東文化大学と連携を図り「子ど
も大学ひがしまつやま」を実施しまし
た。

生涯学習課

74 2-2-3-4 子ども会活動への支援
現在、市内には約100の子ども会が活動をして
います。子ども会育成者連絡協議会により連携
を図り、各地区の子ども会活動を支援します。

A

子ども会育成者を対象として研修会を実
施しました。また市子ども会育成者連絡
協議会・市教育委員会の共催事業「かる
た大会」の個人戦を実施しました。

生涯学習課

75 2-2-3-5 高齢者との世代間交流の推進
総合福祉エリアや健康増進センターなどで子ど
もと高齢者の世代間交流を推進します。

C

総合福祉エリアにおいて、感染対策を行
いながら、中学生と高齢者が交流できる
夏のボランティア体験プログラムの募集
を再開することができました。
一部の高齢者との交流イベントは新型コ
ロナウイルス感染症の影響により中止と
しました。

高齢介護課
学校教育課

新型コロナウイルス感染症の影響あり

76 2-2-3-6 高校生・大学生との交流の推進
市内及び近隣の高校、大学と連携し、高校生・
大学生と子どもたちの交流を推進します。

A
近隣大学と協働した事業（武蔵丘短期大
学プール）を実施しました。

子育て支援課

77 2-2-3-7 青少年相談員との協働
地域における子どもたちの健やかな育成を図る
ため、青少年相談員 と協働し、子ども会の行事
やレクリエーション活動を充実します。

B

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、事業内容に制限がありましたが、わ
んぱくキッズを6回実施し、行事等への
派遣も実施しました。

子育て支援課 新型コロナウイルス感染症の影響あり

78 2-2-3-8
自然とふれあうことができる体験講
座の充実

ハイキングや登山など、子どもが自然とふれあ
うことができる体験講座を実施します。

B

感染症対策を講じた上で、ハイキングを
実施しました。
野外体験学習「あつまれ！くらかけっ
こ！」については、新型コロナウイルス
感染症の影響により中止としました。

子育て支援課
環境政策課

新型コロナウイルス感染症の影響あり

79 2-2-3-9
夢や目標の発見につながる機会の提
供

子どもたちが将来、社会人・職業人として自立
していくことにつながるよう、夢や希望を持
ち、目標に向かって自らの可能性に挑戦する機
会の提供を図ります。

A

造形の専門家を招き、「子ども工作教
室」を3回実施しました。また、将棋の
専門家を講師とした「しょうぎ！おしえ
たい」を10回実施しました。

子育て支援課
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基本施策３　特別な支援を必要とする子どもや家庭への支援

１　障害のある子どもへの支援の充実

（１）障害のある子どもの教育・保育の充実

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

80 3-1-1-1
幼稚園・保育園などでの障害のある
子どもの受入れ体制の充実

幼稚園・保育園などにおいて、障害のある子ど
も一人ひとりの特性に応じた支援の充実を図り
ます。

B
各施設において、適切に対応したほか、
民間保育施設に対し、障害児の受入れに
対する補助金を交付しました。

保育課

81 3-1-1-2
幼稚園・保育園などへの巡回訪問の
実施

障害のある子どもが通う幼稚園・保育園などを
訪問し、集団生活が行えるように、本人とス
タッフの支援を行う巡回訪問を継続して実施し
ます。

A
市内の教育・保育施設全体に対して、障
害のある子どもとスタッフの支援を行う
巡回訪問を実施しました。

保育課

82 3-1-1-3 特別支援教育の充実
特別支援教育では、特別な教育的支援を要する
子どもの一人ひとりの特性に応じ、適切な指導
と必要な支援を行います。

A
小学校3校に通級指導教室を設け、一人
ひとりの特性に応じた個別の支援を行い
ました。

学校教育課

（２）障害のある子どもの地域生活の支援

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

83 3-1-2-1 障害児通所支援事業所への支援

様々な障害のある子どもが地域で適切な療育支
援が受けられるよう、児童発達支援、放課後等
デイサービス、保育所等訪問支援などの障害児
通所支援事業所への支援を行います。

A

障害のある子どもが適切な養育支援が受
けられるよう計画相談支援等により、
サービス担当者会議を通じて、各支援機
関が情報共有し検討する場を設け、支援
を行いました。また、セルフプランから
計画相談支援への移行がスムーズに進む
ように相談支援事業所連絡会議を通じ、
各事業所との連携を図りました。
児童発達支援：60件
放課後等デイサービス：121件
保育所等訪問支援：17件

障害者福祉課

84 3-1-2-2
「東松山市第三次市民福祉プラン」
に基づく支援の充実

「東松山市第三次市民福祉プラン」に基づき、
障害のある子どもの育ちや学び、日常生活にか
かる支援、文化・スポーツ活動の機会を充実し
ます。

A

令和4年3月に策定した東松山市第三次市
民福祉プラン後期計画に基づき、巡回相
談・専門職派遣事業を継続して実施し、
市内小中学校7校に訪問しました。ス
ポーツレクリエーション教室は3回実施
（ほか1回雨天中止）し、児童20名が参
加しました。
前年度は開催できなかった障害のある子
どもの職業体験を開催し、2名が参加し
ました。

障害者福祉課

85 3-1-2-3
東松山市地域自立支援協議会との連
携

東松山市地域自立支援協議会に設置した「障害
のある子どもの育ちと学びを支える連絡会議」
や「進路支援連絡会議」などの活動により、障
害のある子どもの療育や進路選択などに関する
支援を行います。

A

障害のある子どもの育ちと学びを支える
連絡会議では、巡回相談・専門職派遣事
業を小中学校7校で実施しました。進路
支援連絡会議では、キャリアデザイン
フォーラム及び職業体験を実施しまし
た。

障害者福祉課

86 3-1-2-4 特別児童扶養手当などの支給

国・県の制度に基づき、障害のある子どもや障
害のある子どもを養育している人を対象に、特
別児童扶養手当、障害児福祉手当、在宅重度心
身障害者手当、自立支援医療（育成医療）を支
給します。

A

障害児福祉手当、在宅重度心身障害者手
当、自立支援医療費（育成医療）などを
支給しました。
特別児童扶養手当の事務を取り扱いまし
た。

障害者福祉課

２　児童虐待・DVなどへの対応
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（１）児童虐待防止の推進

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

87 3-2-1-1 児童虐待防止対策の推進

東松山市要保護児童対策地域協議会の関係機関
等において、会議や通告対応を通じて連携強化
を図り、児童虐待の未然防止と早期発見・早期
対応に取り組みます。
また、広く市民から情報を得るための広報活動
を行います。

A

東松山市要保護児童対策地域協議会とし
て代表者会議（1回）、実務者全体会（2
回）、全件ケース進行管理会議（6回）
を開催しました。
また、構成機関向け研修として学校・学
童・幼稚園・保育園を対象に虐待対応研
修を実施しました。
11月の児童虐待防止月間では、市広報紙
への掲載と、東松山市要保護児童対策地
域協議会実務者委員の機関及び市民課外
26か所へ啓発物品の設置を依頼、本庁舎
と総合会館を繋ぐ連絡通路に啓発パネル
を設置しました。

子育て支援課

88 3-2-1-2 子ども家庭総合支援拠点事業の検討

子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、より
専門的な相談対応や総合的かつ継続的支援を行
う子ども家庭総合支援拠点事業の実施を検討し
ます。

A

令和４年４月１日付けで開設しました。
拠点周知のためイメージ図など資料を作
成し、拠点についてのＰＲを実施しまし
た。
教員・保育従事者向けの児童虐待防止の
マニュアルを作成し、各所属機関に配布
しました。

子育て支援課

(12) 3-2-1-3 家庭児童相談室の充実（再掲）

子育てに対して不安を持つ親が、子どもの発
育、育児の悩みなどを相談しやすい環境の整備
を図ります。
また、児童虐待を含む様々な相談に対応すると
ともに、児童相談システムの運用により、効率
的な情報共有を行います。

A

家庭児童相談員による各家庭・各所属機
関への訪問・電話相談の実施を行い、保
護者向けの相談、親子の課題解決への支
援を図りました。
毎月、相談情報の定期的なダブルチェッ
クを行い、支援状況の進捗管理と見直し
を図りました。

子育て支援課

89 3-2-1-4
「どならない！子育て練習講座」の
実施

子育てに悩む保護者などを対象に、体験型子育
て練習講座を実施し、育児の負担軽減や児童虐
待の予防を図ります。

A
市民向けに「どならない！子育て練習講
座ダイジェスト版」を5回、3日間コース
を1回実施しました。

子育て支援課

（２）DV・女性相談の充実

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

90 3-2-2-1
ＤＶ（ドメスティック・バイオレン
ス）
・女性相談の充実

DV（ドメスティック・バイオレンス）などの
暴力被害は、配偶者暴力相談支援センターを核
として、警察、県、関係機関などと連携し相談
体制の充実を図ります。
また、人間関係、家族・夫婦間における問題、
女性特有の問題などについて相談体制の充実を
図ります。

A

月３回の女性相談を実施したほか、市配
偶者暴力相談支援センターとして関係機
関と連携をしながら、相談支援に取り組
みました。

人権市民相談課

（３）子どもの権利擁護の推進

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

91 3-2-3-1
子どもの権利擁護に関する啓発の推
進

市民に対してあらゆる機会を通じて、子どもの
権利擁護を図るための啓発活動を推進します。

A

法務局と県人権擁護委員連合会が行う
『全国一斉「子どもの人権１１０番」強
化週間』について、市広報紙に掲載しま
した。

子育て支援課
人権市民相談課

３　子どもの貧困対策の推進
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（１）教育の支援

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

(39) 3-3-1-1
私立幼稚園等への入園に対する補助
（再掲）

３歳以上の子どもについて、保育園だけでな
く、幼稚園への入園も選択しやすくなるよう、
市内の私立幼稚園や認定こども園の幼稚園機能
部分に入園する子どもとその保護者に対し、入
園料の一部を補助します。

A
2万円を限度に補助を行う私立幼稚園等
入園料等補助事業について継続しまし
た。

保育課

(42) 3-3-1-2
幼児教育・保育の無償化の推進及び
質の向上（再掲）

幼児教育・保育の無償化について、保護者や事
業者に対し、積極的な情報提供や相談支援をす
るほか、施設監査等の実施により、教育・保育
の質の向上を図ります。

B

案内冊子や市ホームページ等での周知の
ほか、幼稚園での預かり保育に係る利用
料の償還について、対象の保護者へ個別
に通知を送付するなど、適切に情報提供
を行いました。また、教育・保育の質の
向上のため、施設監査の実施による相談
支援を行いました。

保育課

(61) 3-3-1-3
不登校児童生徒などへの相談支援の
充実（再掲）

子どもたちの悩みや不安を解消し、健やかに学
校生活を送れるよう学校相談員、スクールソー
シャルワーカーやスクールカウンセラー、総合
教育センターの臨床心理士による支援の充実を
図ります。

A

「不登校初期対応指針」に則り、児童生
徒の小さな変化を見逃さない体制を確立
しました。
また、スクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカーなどの専門家や関係
機関との連携を図り、各学校の相談体制
の充実を図りました。

学校教育課

(62) 3-3-1-4
総合教育センターにおける支援の実
施（再掲）

子どもの発達上の課題や精神的な悩みへの相談
や、不登校傾向にある小・中学生を対象に学校
復帰に向け、総合教育センター（ふれあい教
室）に通う子どもたちへの支援などを行いま
す。

B

教育相談や生活指導、学習補充のほか、
焼物教室・花壇作業・野外活動などの体
験活動を通じて、自立を促すとともに、
集団への適応能力を養い、学校復帰及び
社会的自立に向けた支援を行いました。

学校教育課

92 3-3-1-5 児童・生徒への学習支援

経済的に困窮する世帯の子どもを対象に、高校
への進学支援及び高校の中途退学等防止の学習
教室を実施します。あわせて、保護者への助
言・支援を行います。

B

学習支援教室の参加者数
　・中学3年生　17名（16名進学）
　・高校生　　　 8名
　　うち高校3年生　2名

社会福祉課

93 3-3-1-6 就学援助制度の実施
経済的な理由によって就学が困難な児童・生徒
の世帯を対象に、小・中学校の就学に必要な学
用品費や給食費などを援助します。

A

東松山市就学援助費支給要綱に基づき、
経済的理由により就学困難と認められる
児童・生徒の保護者に学用品費や給食費
等を支給しました。

学校教育課

94 3-3-1-7 高校生などへの奨学資金の給付
経済的な理由で困難を抱えている成績優秀で勉
学心に燃え、市内中学校を卒業した市内在住の
高校生などに奨学資金を給付します。

A
市内中学校を卒業し、各種学校の学資に
困難を抱える人に奨学資金を給付しまし
た。

学校教育課

14



（２）生活の安定に資するための支援

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

(11) 3-3-2-1
子育てコンシェルジュの展開（再
掲）

子育て支援課や子育て世代包括支援センターに
おいて、子育て支援に関する情報提供や利用者
からの相談に応じて関係機関との連絡調整を行
います。
また、地域子育て支援拠点等への積極的な訪問
による相談支援やＳＮＳ（ソーシャル・ネット
ワーキング・サービス）を活用した情報発信を
行います。

A

電話、子育て支援課窓口、オンラインな
どで相談を受けたほか、子育て支援拠点
や子育てサロンなどへ訪問し、利用者か
らの相談に対し、助言を行いました。ま
た、相談内容に応じて、関係機関へ情報
提供し、連携を図りました。
毎月、子育てのワンポイントアドバイス
や市内の子育て支援情報を掲載した「コ
ンシェルジュ通信」を発行し、市ホーム
ページへ掲載したほか、子育て支援アプ
リのプッシュ通知により、子育て世帯へ
の情報提供を行いました。また、子育て
支援アプリ上でオンライン相談の申込み
ができるよう機能を取り入れました。

子育て支援課

(12) 3-3-2-2 家庭児童相談室の充実（再掲）

子育てに対して不安を持つ親が、子どもの発
育、育児の悩みなどを相談しやすい環境の整備
を図ります。
また、児童虐待を含む様々な相談に対応すると
ともに、児童相談システムの運用により、効率
的な情報共有を行います。

A

家庭児童相談員による各家庭・各所属機
関への訪問・電話相談の実施を行い、保
護者向けの相談、親子の課題解決への支
援を図りました。
毎月、相談情報の定期的なダブルチェッ
クを行い、支援状況の進捗管理と見直し
を図りました。

子育て支援課

(18) 3-3-2-3
子育て世代包括支援センターの運営
（母子健康手帳の交付と相談）（再
掲）

妊娠届の提出により母子健康手帳を交付し、母
親が安心して妊娠・出産・子育てができるよ
う、正しい知識の普及や不安・悩みの解消、仲
間づくりなどを支援します。

A

妊娠届出時に、きめ細かいサポートがで
きるようアンケートを実施しました。ア
ンケートに基づき必要な支援を紹介し、
継続サポートが必要なケースは地区担当
に申し送り電話や訪問による相談をしま
した。また、伴走型相談支援を開始しま
した。

健康推進課
（保健センター）

95 3-3-2-4
貧困問題を抱える若者への相談支援
の充実

低所得・貧困の状態にある若年層に対する進学
や就労などの包括的な相談支援を行います。

A

若年層も含めた生活困窮者支援
・自立相談支援　新規75件
・就労支援員による就労相談　新規95件
・住居確保給付金　33件（実世帯数）
・住宅SWによる居宅移行支援　6件
・生活困窮者自立支援金　536件（延べ
支給）
・住民税非課税世帯等給付金　1,275件
・東松山市住民税均等割のみ課税世帯に
対する臨時特別給付金1,605件
・電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支
援給付金8,007件
・学習支援事業　50人
また、個別対応の中で、進学に向けた相
談援助を行いました。

社会福祉課
子育て支援課

96 3-3-2-5 若者への就職情報提供の充実
埼玉県やハローワークと連携し、就職に悩んで
いる若者への就職情報や相談の充実を図りま
す。

B

商工観光課ホームページにてハローワー
クインターネットサービスの紹介や市で
実施する取組みの周知を図り、窓口にお
いても就職に関するチラシの配架を行い
周知を図りました。また、市広報紙で
は、市で実施する取組みに加え、県雇用
対策協議会が主催する若者向けの求人企
業合同面接会の案内を4回掲載しまし
た。
加えて、就職を考える方向けに、県・ハ
ローワークと連携し合同就職相談会を実
施しました。

商工観光課
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97 3-3-2-6 子どもの居場所づくりに関する支援

子ども食堂や学習支援の実施などの貧困の連鎖
の解消に向けた活動に取り組む団体・個人につ
いて、実施状況を把握し、取組内容の市民への
周知などの支援を行います。
また、市イベント等でのフードドライブ実施時
は、同団体・個人へ食品の提供を行います。

B

市社会福祉協議会主催で子ども食堂団体
等の関係者が集まり、状況確認、情報交
換を行いました。
また、市民・職員対象としたフードドラ
イブを実施し、集まった食料品を市内子
ども食堂等へ提供しました。

子育て支援課
廃棄物対策課

98 3-3-2-7
母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸
付制度の充実

ひとり親家庭などの経済的自立や、扶養してい
る子どもの福祉増進のため、埼玉県が行ってい
る資金の貸付制度について周知を図ります。

B
児童扶養手当の現況時にチラシを配布
し、説明を行いました。また、市広報紙
へ掲載しました。

子育て支援課

99 3-3-2-8 安定した住環境づくりの推進
住まいの確保が必要な方へのセーフティネット
として、市営住宅等の情報提供を行います。

A

市営住宅の情報や入居者募集案内を市
ホームページに掲載しました。また、入
居者募集案内を住宅建築課・子育て支援
課・社会福祉課・市民活動センター・図
書館にて配布しました。

住宅建築課

（３）保護者に対する就労の支援

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

100 3-3-3-1
就労支援と再就職のための情報提供
の充実

埼玉県やハローワークと連携し、就労や創業の
ための情報提供をホームページなどで行いま
す。

B

商工観光課ホームページにてハローワー
クインターネットサービスの紹介や市で
実施する取組みの周知を図り、窓口にお
いても就職に関するチラシの配架を行い
周知を図りました。また、市広報紙で
は、市で実施する取組みに加え、県雇用
対策協議会が主催する若者向けの求人企
業合同面接会の案内を4回掲載しまし
た。
加えて、就職を考える方向けに、県・ハ
ローワークと連携し合同就職相談会を実
施しました。創業については創業支援セ
ンターで相談を実施しました。

商工観光課

101 3-3-3-2 就労のための相談体制の充実
埼玉県やハローワークと連携し、就労や創業の
ための相談体制を充実します。

B

商工観光課ホームページにてハローワー
クインターネットサービスの紹介や市で
実施する取組みの周知を図り、窓口にお
いても就職に関するチラシの配架を行い
周知を図りました。また、市広報紙で
は、市で実施する取組みに加え、県雇用
対策協議会が主催する若者向けの求人企
業合同面接会の案内を4回掲載しまし
た。
加えて、就職を考える方向けに、県・ハ
ローワークと連携し合同就職相談会を実
施しました。創業については創業支援セ
ンターで相談を実施しました。

商工観光課

102 3-3-3-3 高等職業訓練促進給付金などの支給

ひとり親家庭の就労を支援するため、就業に結
びつきやすい資格の取得を目的として高等職業
訓練促進給付金、自立支援教育訓練給付金を支
給します。

A

児童扶養手当の現況時にチラシを配布
し、説明を行いました。また、市広報紙
へ掲載し、周知を図り、適切に支給しま
した。

子育て支援課
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（４）経済的支援

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

103 3-3-4-1 児童手当・こども医療費の支給

国・県の制度に基づき、中学校修了前の児童を
養育している人に児童手当を支給し、また、18
歳年度末までの子どもを対象として「こども医
療費」を支給します。

A
児童手当・こども医療費について従来ど
おり支給を行いました。

子育て支援課
保育課

104 3-3-4-2 児童扶養手当などの支給
国・県の制度に基づき、ひとり親家庭などの自
立や子どもの福祉増進を図るため、児童扶養手
当、ひとり親家庭等医療費を支給します。

A

対象世帯となるひとり親家庭などに制度
説明を行いました。児童扶養手当・ひと
り親家庭等医療費については、従来どお
り支給を行いました。

子育て支援課

105 3-3-4-3 遺児手当の支給
遺児（父母又はそのいずれかを死亡により失っ
た義務教育修了前の児童）を扶養している市内
在住の方に遺児手当を支給します。

A
対象世帯に申請を促したほか、市広報紙
に掲載し、制度の周知を図り、従来どお
り支給を行いました。

子育て支援課

106 3-3-4-4 生活保護費の支給
生活困窮者に必要な保護を実施し、健康で文化
的な最低限度の生活を保障するとともに自立に
向けた支援を行います。

B

生活保護について（括弧内前年度比）
・申請件数　202件（117.44%）
・世帯数　966世帯（102.98%）
・人員数　1,207人（100.08%）

支援について（括弧内前年度比）
・就労等による自立世帯数
　26世帯（130.00%）

社会福祉課
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基本施策４　青年期にかけての支援

１　健全育成に向けた取組の充実

（１）非行防止の取組の充実

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

107 4-1-1-1 愛の一声運動の推進

青少年育成東松山市民会議を中心とした青少年
非行防止啓発運動である愛の一声運動を推進し
ます。
引き続き、参加団体や当事者である青少年の協
力を得ながら取り組みます。

B

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観
点から、声かけ活動は実施せず、感染症
対策を講じた上でパトロール活動を実施
しました。また、7月の「青少年の非
行・被害防止全国強調月間」に協力団体
に対してチラシの配布を依頼し、非行防
止啓発活動を行いました。また、11月の
「子供・若者育成支援強調月間」には、
市内中学生、高校生に対し、啓発物品の
配布を行いました。

子育て支援課 新型コロナウイルス感染症の影響あり

108 4-1-1-2
青少年育成推進員・少年指導委員と
の協働

青少年育成埼玉県民会議（埼玉県知事）が委嘱
している青少年育成推進員会と埼玉県公安委員
会が委嘱している少年指導委員と連携を図り、
青少年の非行防止に取り組みます。

A

青少年育成推進員と連携し、パトロール
運動を実施しました。
少年指導委員と協働し、朝のあいさつ運
動を行った。

子育て支援課

109 4-1-1-3 非行防止教室の推進
各小・中学校で、人を思いやる心や正しい知識
の習得に重きを置いた非行防止教室を行いま
す。

B
授業を通して人を思いやる心などについ
て学ぶ機会を作りました。

学校教育課

（２）有害環境の排除

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

110 4-1-2-1 喫煙、飲酒、薬物乱用に関する啓発
青少年を対象に喫煙や飲酒だけでなく、危険ド
ラッグや覚せい剤などの薬物の危険性について
啓発を推進します。

A

授業やチラシ・啓発グッズの配布等によ
り、危険ドラッグや覚せい剤等の薬物乱
用の危険性について周知を図りました。

子育て支援課
学校教育課
健康推進課

（保健センター）

111 4-1-2-2 ナイフなど有害環境の排除
「青少年をナイフ等の危害から守り東松山市を
明るく住みよいまちにするための条例」に基づ
き啓発などを行います。

B
授業等を活用して、暴力行為などに対す
る防犯意識の啓発を行いました。

子育て支援課
学校教育課

112 4-1-2-3
インターネットの適切な利用に関す
る啓発

関係機関と連携し、インターネットの長時間使
用による生活習慣の乱れや不適切な利用による
青少年の犯罪被害、トラブルを防止するための
講座などを子どもと保護者を対象に実施しま
す。

A

埼玉県が作成した「ネットトラブル注意
報」などを児童生徒と保護者に情報提供
しました。また、インターネットやＳＮ
Ｓの長時間利用や不適切な利用による青
少年の犯罪被害、トラブル防止に関する
チラシを関係団体に配布し、啓発を図り
ました。

学校教育課
子育て支援課
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２　若者支援と次代の親の育成

（１）若者の就職支援

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

113 4-2-1-1 職場体験の実施

中学生のキャリア学習として、２日間希望の職
業を体験するツーデーチャレンジを実施してい
ます。中学生版インターンシップとして職場体
験の機会の充実を図ります。

E
新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、ツーデーチャレンジは、中止となり
ました。

学校教育課 新型コロナウイルス感染症の影響あり

114 4-2-1-2 地域に根ざすキャリア教育の実施

子どもたちが、ふるさと東松山への愛着や誇り
を持ち、自分の将来の夢を育むことができるよ
う家庭・地域社会・関係機関と連携して地域に
根ざしたキャリア教育を推進します。

B

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、ツーデーチャレンジは中止となりま
したが、授業においてキャリアパスポー
トを活用するなどキャリア教育について
取り組みました。

学校教育課 新型コロナウイルス感染症の影響あり

(96) 4-2-1-3
若者への就職情報提供の充実（再
掲）

埼玉県やハローワークと連携し、就職に悩んで
いる若者への就職情報や相談の充実を図りま
す。

B

商工観光課ホームページにてハローワー
クインターネットサービスの紹介や市で
実施する取組みの周知を図り、窓口にお
いても就職に関するチラシの配架を行い
周知を図りました。また、市広報紙で
は、市で実施する取組みに加え、県雇用
対策協議会が主催する若者向けの求人企
業合同面接会の案内を4回掲載しまし
た。
加えて、就職を考える方向けに、県・ハ
ローワークと連携し合同就職相談会を実
施しました。

商工観光課

（２）次代の親の育成

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

115 4-2-2-1 乳幼児とのふれあいの推進

一人っ子が増えて乳幼児とふれあう機会が少な
くなっているため、幼稚園・保育園などへの訪
問や各中学校で赤ちゃん抱っこ体験を実施し、
乳幼児とのふれあいを通して命の大切さを学ぶ
機会の充実を図ります。

C

新型コロナウイルス感染症対策のため、
乳児を多数の中学生と接触させることが
難しいと判断し、従来通りの実施は行う
ことが出来ませんでした。一方、市内５
中学校の内、2校はICTを活用すること
で、接触を避けるなどの工夫を行い実施
することが出来ました。

子育て支援課
保育課

学校教育課
新型コロナウイルス感染症の影響あり

116 4-2-2-2
男女共同参画社会の視点に立った学
習・教育の推進

男女共同参画社会を形成するため、学校教育の
場において、年齢に応じた教育、学習を行いま
す。

B

小中学校において、発達の段階を踏まえ
て異性の理解や社会参画の意義等を自分
との関わりで考える道徳教育に取り組み
ました。
また、中学校でデートＤＶ防止講座を実
施しました

学校教育課
人権市民相談課

19



（３）若者支援の充実

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

117 4-2-3-1 社会とのつながりの創出

若者が自主的に社会とつながりをもって生活
し、活動できるようにするため、地域や企業、
ＮＰＯなどの参画も得ながら、地域の様々な活
動（夏祭りや清掃活動など）への参加機会の拡
充を図ります。

B
ハートピアまちづくり補助金やコミュニ
ティ助成金の交付等を通じて、地域の団
体を支援しました。

子育て支援課
地域支援課

118 4-2-3-2 ひきこもり状態にある若者への支援
東松山市ひきこもり等支援連絡会議を中心にひ
きこもり状態にある若者への支援を行います。

A

市広報紙及び市ホームページへの掲載や
庁舎・市民活動センタートイレ内への
『ひきこもりの相談カード』の配架、各
課から相談者への案内物配布、電子掲示
板により市職員に対するひきこもり相談
窓口の周知を行いました。また、不登校
者や進路未定者の情報提供について、学
校教育課へ依頼したほか、年２回会議を
実施し、相談状況の情報共有及び課題の
検討を行いました。
学校や保護者から不登校相談を受けた際
には、学校訪問や学校への同行等、個別
的な対応を行いました。
「はたちの集い」ではひきこもり相談窓
口の案内を含めた「東松山市悩みごとを
相談できる窓口案内」（健康推進課とり
まとめ作成）を配布しました。

障害者福祉課
子育て支援課

119 4-2-3-3
ニート・ひきこもりに対する予防対
策の実施

児童・生徒が目的意識を明確にし、自己の進路
を主体的に選択できるよう、成長段階に応じた
キャリア教育を実施します。

B

新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、ツーデーチャレンジは中止となりま
したが、キャリアパスポート等を活用
し、自らの学習状況やキャリア形成の見
通しを立てたり振り返ったりすること
で、発達段階に応じたキャリア教育を行
いました。

学校教育課 新型コロナウイルス感染症の影響あり

120 4-2-3-4 いじめ不登校に対する支援の実施

いじめ防止プログラム、学校相談員を活用して
教育相談活動の充実を図ります。また、不登校
の解消・学校復帰を目指す「ふれあい教室」
（適応指導教室）の充実を図ります。

A

学校相談員に対する研修会（5回）を開
催し、各学校の取組の情報共有と更なる
充実のための協議を行いました。また、
不登校児童生徒に対して学校復帰に向け
た段階的な登校のため、総合教育セン
ターの相談事業を活用しました。

学校教育課

(94) 4-2-3-5
高校生などへの奨学資金の給付（再
掲）

経済的な理由で困難を抱えている成績優秀で勉
学心に燃え、市内中学校を卒業した市内在住の
高校生などに奨学資金を給付します。

A
市内中学校を卒業し、各種学校の学資に
困難を抱える人に奨学資金を給付しまし
た。

学校教育課

(95) 4-2-3-6
貧困問題を抱える若者への相談支援
の充実（再掲）

低所得・貧困の状態にある若年層に対する進学
や就労などの包括的な相談支援を行います。

A

若年層も含めた生活困窮者支援
・自立相談支援　新規75件
・就労支援員による就労相談　新規95件
・住居確保給付金　33件（実世帯数）
・住宅SWによる居宅移行支援　6件
・生活困窮者自立支援金　536件（延べ
支給）
・住民税非課税世帯等給付金　1,275件
・東松山市住民税均等割のみ課税世帯に
対する臨時特別給付金1,605件
・電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支
援給付金8,007件
・学習支援事業　50人
また、個別対応の中で、進学に向けた相
談援助を行いました。

社会福祉課
子育て支援課

20



基本施策５　子育てを応援する環境づくり

１　仕事と子育ての調和の推進

（１）女性の就労・再就職への支援

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

121 5-1-1-1
女性の就労支援と再就職のための情
報提供の充実

職業能力開発講座を始めとする講演会や起業、
その他の女性の就労支援のための情報提供をチ
ラシやホームページなどで行います。

B

商工観光課ホームページにてハローワー
クインターネットサービスの紹介や市で
実施する取組みの周知を図り、窓口にお
いても就職に関するチラシの配架を行い
周知を図りました。また、市広報紙で
は、市で実施する取組みに加え、県雇用
対策協議会が主催する若者向けの求人企
業合同面接会の案内を4回掲載しまし
た。
加えて、就職を考える方向けに、県・ハ
ローワークと連携し合同就職相談会を実
施しました。女性向けには県と連携し在
宅ワーカー育成セミナーをオンラインで
開催しました。

商工観光課
人権市民相談課

(101) 5-1-1-2
就労のための相談体制の充実（再
掲）

埼玉県やハローワークと連携し、就労や創業の
ための相談体制を充実します。

B

商工観光課ホームページにてハローワー
クインターネットサービスの紹介や市で
実施する取組みの周知を図り、窓口にお
いても就職に関するチラシの配架を行い
周知を図りました。また、市広報紙で
は、市で実施する取組みに加え、県雇用
対策協議会が主催する若者向けの求人企
業合同面接会の案内を4回掲載しまし
た。
加えて、就職を考える方向けに、県・ハ
ローワークと連携し合同就職相談会を実
施しました。創業については創業支援セ
ンターで相談を実施しました。

商工観光課

（２）多様な働き方の推進に係る啓発

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

122 5-1-2-1
ワーク・ライフ・バランスの普及啓
発

市内の企業や市民に向けて、ワーク・ライフ・
バランスの認識を深めるよう、普及啓発を推進
します。

B

働き方改革や長時間労働等の相談先を市
ホームページに掲載すると共に、市広報
紙、窓口でのチラシ配架、きらめき出前
講座等で周知を図りました。また、県と
連携し、オンラインでワークライフバラ
ンスの実現についての労働セミナーを開
催しました。

人権市民相談課
商工観光課
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123 5-1-2-2 認定マーク（くるみん）の周知

「子育てサポート企業」として厚生労働省から
認定を受けた証である「くるみんマーク」につ
いて、市内事業者の働き方の見直しに向けた取
組を促進するため、周知を図るとともに意識啓
発を推進します。

C

働き方の見直しに向けた取組みについ
て、チラシの配架や労働講座の開催で周
知を図りました。また、令和4年度、市
内2社がくるみん認定されました。

子育て支援課
商工観光課

（３）男女共同参画の意識づくり

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

124 5-1-3-1 男女共同参画の意識啓発

男女共同参画社会に関する各種講座の実施や、
広報活動を行うことにより意識啓発に努めま
す。
また、学校教育の場においては、男女共同参画
社会を形成するため年齢に応じた教育、学習を
行います。

A

専門講座、サテライト講座、きらめき出
前講座等を実施したほか、市広報紙の
ほっとらいんやミニほっとらいんに掲載
しました。
また、小中学校において、発達の段階を
踏まえて異性への理解や社会参画の意義
等を自分との関わりで考える道徳教育に
取り組みました。

人権市民相談課
学校教育課

125 5-1-3-2 両親学級への父親参加の促進

母親だけでなく父親が、妊娠・出産、育児に関
する基本的な知識、技術を学ぶことと、親同士
の仲間づくりを支援するため、両親学級を開催
しています。男性が積極的に育児参加するよ
う、両親学級への父親の参加促進などを通じ、
共に子どもを育てる意識の醸成を推進します。

A

「プレママパパ塾」として、夫婦で参加
できる教室としました。新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、参加者は各回
4組に限定し、沐浴のデモンストレー
ション、出産についてのDVD上映、栄養
士、歯科衛生士、保健師より妊娠期から
産後のそれぞれの専門知識の講話を実施
しました。

健康推進課（保健セ
ンター）

126 5-1-3-3 男性の育児休業取得の促進

育児・介護休業法の周知を図るとともに、市内
事業所に男性が育児休業を取得しやすい環境づ
くりの働きかけを行います。
市職員については、特定事業主行動計画に基づ
き男性の育児休業取得を推進します。

A

男性の育児休業について、市広報紙の
ほっとらいんやミニほっとらいんに掲載
し、各種会議、労働講座等で周知を行い
ました。
また、特定事業主行動計画「子育てと女
性活躍応援プラン」について、課長会議
を通じて周知を行いました。

人権市民相談課
人事課
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２　安全で子育てしやすい生活環境の整備

（１）子育てしやすい地域環境の整備

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

127 5-2-1-1
公共施設の子育てバリアフリーの推
進

公共施設の新設や改修に際しては、子どもを連
れた人が利用しやすい施設整備を推進します。

B

日陰で休憩できるようぼたん園の広場に
植樹を行いました。また、開発による寄
附公園の事前協議ではバリアフリーに配
慮した計画としました。

子育て支援課
都市計画課

128 5-2-1-2 赤ちゃんの駅事業の充実

乳児を連れた人が自由におむつ替え、授乳が行
えるスペースを備えた赤ちゃんの駅の市内商業
施設などへの設置の拡充を図ります。また、市
の施設については子育て家庭がより使いやすい
ように、施設の充実を図ります。

B

子育て支援センターソーレ・マーレや各
市民活動センター内の子どものひろばに
おいて、子育て家庭が安心して利用でき
るよう、新型コロナウイルス感染症への
対策を掲示しました。また、各市民活動
センター内に設置している赤ちゃんの駅
用パーティションの防炎加工を行いまし
た。

子育て支援課

（２）交通安全・事故防止対策の推進

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

129 5-2-2-1 交通安全教育の充実
市内各小・中学校、幼稚園等へ出向いて、歩行
に必要なルールやマナー、自転車の乗り方の教
育を実施し、交通安全教育の充実を図ります。

A

感染対策を講じつつ、市内小中学校全校
において、交通安全教室を実施し、正し
い横断歩道の渡り方、自転車の安全な乗
り方の実技や、映像の視聴、講和をなど
を通じ、正しいルールやマナーを学ぶ講
習を行いました。
また、一部の園で交通ルールの講習を自
主的に行い、保育の中で、紙芝居やお散
歩を通じて、交通安全ルールやマナーを
学ぶ機会を設けました。

学校教育課
地域支援課

保育課

130 5-2-2-2 交通安全施設の整備

通学路において幅員が狭く通行に支障のある歩
道を拡幅することにより、快適な歩行空間を確
保します。また、通学路や未就学児が集団で移
動する経路を中心に、路面標示などの交通安全
対策を実施します。

A

歩道拡幅及び路面標示等実施しました。
＜歩道拡幅＞
市道第0044号線（下野本）
＜路面標示等＞
市道第0055号線ほか（田木ほか）

道路課
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（３）防災対策の推進

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

131 5-2-3-1 防災訓練の実施

地震や火災などに備えて、幼稚園・保育園・認
定こども園・小学校・中学校で防災訓練を実施
しています。防災訓練が効果的に実施できるよ
う支援します。

A

全国瞬時警報システム（Ｊアラート）を
活用した緊急地震速報の全国訓練に合わ
せ、市内の幼稚園・保育園・認定こども
園・小学校・中学校において「安全確保
行動訓練」への参加を依頼し、各園・学
校において複数回避難訓練を実施しまし
た。
また、事前・事後に児童生徒の発達段階
に応じた学習を行いました。自動車によ
る引き取り訓練等、様々な状況を想定し
た訓練を行いました。

危機管理防災課
学校教育課

保育課

132 5-2-3-2 防災教育の実施
子どもたちを災害から守るため、幼稚園・保育
園・認定こども園・小学校・中学校で年齢に応
じた防災教育を実施します。

A

市内小中学校において、防災に関する講
義と避難所体験、市内各保育園・幼稚園
においてシェイクアウト訓練を実施しま
した。
また、防災訓練・避難訓練と併せて、事
前・事後に児童生徒の発達段階に応じた
指導を行いました。

学校教育課
保育課

危機管理防災課

（４）子どもの安全・防犯対策の推進

事業№ 施策№ 事業名 事業内容 最終評価 令和4年度の具体的な取組 担当部署 備考

133 5-2-4-1 防犯意識の啓発
子どもたちが犯罪に巻き込まれないよう、防犯
教室を実施するなど防犯意識の啓発を図りま
す。

B
授業等を活用して、薬物乱用やネットト
ラブルなど防犯意識の啓発を行いまし
た。

学校教育課
保育課

134 5-2-4-2 防犯パトロールへの支援
自治会やボランティアが実施している通学路で
の防犯パトロールへの支援を行うとともに、自
主防犯ボランティアの拡大・育成を図ります。

A

昨年度と同様、見守り活動者を含めた防
犯パトロールを実施している団体には、
ベスト・帽子等の装備品の配布を行いま
した。また、見守り活動者として名簿を
提出した団体には、保険の加入を継続す
ると共に、ステップアップ講座を実施し
たことにより、安心安全な支援体制を拡
充しました。

地域支援課

135 5-2-4-3 「こども110番の家」の充実
子どもが不審者から逃げ込む場所として、地域
の協力者に依頼し実施している「こども110番
の家」の一層の充実を図ります。

A
各小学校と連携し、新規の協力者に「こ
ども１１０番の家」を委嘱しました。

学校教育課
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